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背景
1990年に設立され、2012年よりECOSOCとの協議資格をもつILC GAは、社会が高齢化と人口高齢化に対処できるよう支援することに焦点を当て、社会における高齢者の主体性を強調する17の加盟組織からなるネットワークである。この連合は、高齢者のウェルビーイングと人権を促進するためのアイデア、政策、プログラムの開発、ならびに調査研究や権利擁護活動を行っている[footnoteRef:1]。 [1:  ILC GAには、アルゼンチン、オーストラリア、ブラジル、カナダ、中国、チェコ共和国、ドミニカ共和国、フランス、インド、イスラエル、日本、オランダ、ウガンダ、英国、アメリカ合衆国、シンガポール、南アフリカのセンターが含まれる。各センターは、自律的かつ協調的に活動している。https://www.ilc-alliance.org　] 

1997年に設立され、2003年よりECOSOCとの協議資格を有するINPEAは、高齢者に対する暴力、虐待、ネグレクト、搾取を主な焦点とする唯一の国際市民社会組織である。これには、こうした虐待の被害に遭う高齢女性のニーズと権利への、強力かつ持続的な取り組みが含まれる。なぜなら、彼女たちはしばしば最も深刻な影響を受けるからである。INPEAは、2011年より国連の公式記念日となっている「世界高齢者虐待防止デー（WEAAD）」を制定した[footnoteRef:2]。 [2:  http://www.inpea.net　] 

ILC GAとINPEAはともに、高齢者の権利のためのグローバル連合（GAROP）の9つの創設メンバーの1つである[footnoteRef:3]。 [3:  https://rightsofolderpeople.org　] 

本提出文書は、高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書（LBI）の一般的な枠組み、構成、および指針原則に関して、国連人権高等弁務官事務所（OHCHR）が行った意見募集に応えるものである。本稿は、人権理事会決議53/13に基づき、高齢者の人権に関する国際的な法的拘束力のある文書の策定を任務とする政府間作業部会（IGWG）のために2026年1月に作成されたGAROPの討議文書において提示された分析および提言を基にしている。
１. 法的拘束力のある文書の包括的枠組み
法的拘束力のある文書（LBI）は、既存の人権枠組みに根ざし、すべての人権の普遍性、不可分性、相互依存性を再確認するとともに、これらの権利が高齢期においてどのように適用されるかを明確に示すべきである。既存の人権条約が適用可能であるにもかかわらず、高齢者の権利は、しばしば十分に明文化されていなかったり、実践において一貫して保護されていなかったりする。
また、LBIは、高齢期に特に重要で、かつ現行の枠組みに欠けている人権を解釈し、あるいは新たに策定すべきである。これにより、枠組みの不備を補い、現在および将来にわたって包括的な人権の枠組みを強化することができる。
世界中の高齢者がすべての人権を享受することを妨げたり制限したりする障壁の根本原因としてのエイジズムの役割を明確に説明・明示し、法的に容認できないものとすべきである。
LBIの中心的な目的の一つは、高齢者が、ケア、社会支援、または保護といった考慮事項を超えて、他者と対等な立場の人権の保有者であることを明示することであるべきである。ケアや社会的保護は確かにすべての人に尊重され適用されなければならない権利である。一方、高齢期における人権は、社会的、経済的、文化的権利および市民的・政治的権利の範囲内の、幅広い権利を網羅している。
例えば：
• 多くの状況において、特に公衆衛生上の緊急事態において、個別的な評価なしに、暦年齢を理由として、医療、リハビリテーション、あるいは救命治療へのアクセスが制限されたり、優先順位が下げられたりしている。これは、健康権が高齢者に対して平等な基準で一貫して適用されていないことを示している。
• 高齢者は、より高いリスクに直面しているにもかかわらず、災害リスク軽減や人道支援計画からしばしば排除されており、これは権利に基づく保護の枠組みにおいて高齢者が「見えざる存在」であることを浮き彫りにしている。
• 高齢化対策の政策は、高齢者の法的能力、自律、救済を受ける権利を認めるのではなく、福祉や慈善モデルに依存することが多く、依存という固定観念を強めている。
• 高齢者を設計や実施の段階に含めない新技術の開発は、高齢者の社会への完全な参加を妨げ、社会的排除や虐待のリスクを悪化させている。
本枠組み（LBI）は、こうした慣行が単なる政策上の選択範囲ではなく、人権侵害を構成し得ること、また国家にはこれらに対処する法的拘束力のある義務があることを明確にするべきである。
本枠組みの包括的かつ極めて重要な要素は、あらゆる交渉プロセスにおける高齢者および彼らを代表する組織の積極的かつ有意義な参加であり、その声はLBIに明確に反映されるべきである。
２. 本枠組みを支える中核的原則
本枠組みの有効性は、解釈、実施、および説明責任を導く一連の明確に規定された一般原則にかかっている。
主要な原則には以下を含めるべきである：
• 平等と無差別
• 自律と独立
• 高齢者の完全かつ有意義な参加と関与
• 多様性、固有の尊厳、および包摂の尊重
• ジェンダー平等
• 交差性
• アクセシビリティ
• 既存の人権基準との整合性
• 分類されたデータ収集と説明責任

LBIは、高齢化および高齢者に関するストーリー（narrative）を転換する変革的なものであるべきである。LBIは、恣意的な年齢基準からの脱却を図り、社会的構築に基づく高齢者の定義を採用すべきである。
これらの原則を明確に規定することがなぜ必要なのかを示す具体的な例がいくつかある。これには、とりわけ以下のものが含まれる：
• エイジズム(年齢差別)と差別：高齢者は、定年退職の強制や、雇用、研修プログラム、教育からの排除に直面する可能性がある。また、参加する能力と意欲があっても、融資や保険の利用において年齢制限に直面することがある。年齢に基づく差別の禁止という明確な原則を定めることで、こうした状況をはじめとする様々な場面における国家の義務が明確化される。
• 自律と法的能力：家庭、医療機関、長期ケア施設など多くの場面において、高齢者の決定や意思決定は、支援されるのではなく、家族や専門家によって代行されることが多々ある。これは、高齢者の法的能力およびインフォームド・コンセントに関する権利について懸念を引き起こす。
• 虐待のない生活：高齢者虐待、ネグレクト、そして暴力という根深い問題に対処するには、人権の枠組みが必要である。この枠組みにおいては、加齢しつつある人々、あるいは高齢に達した人々を「公的な人々（パブリック）」、すなわち、ウェルビーイングや人権がいまだ願望の域にとどまり、決して完全には実現されていない人々と認識する。人権アジェンダを根本から再構築するためには、あらゆる環境における苦痛を和らげるための、予防、緩和および救済の戦略が求められている。
• 参加：ケア、施設入所、または地域密着型サービスに関する決定は、参加型の人権基準に反して、高齢者本人との有意義な協議なしに行われることが多々ある。
既存の条約は名目上これらの分野をカバーしているものの、高齢期への明確な言及がないため、実施上のギャップや解釈の不統一が生じている。したがって、新たなLBIは、既存の人権を再確認するとともに、高齢者に特有の影響を及ぼす状況においてそれらがどのように適用されるかを明確にするべきである。これには、多重の不利益、差別、抑圧を経験している、あるいはそのリスクにさらされている特定のグループへの言及と関連性が含まれるべきである。
高齢者は、自身に直接影響を及ぼすあらゆる問題に参加できなければならない一方で、その参加はそうした問題のみに限定されるべきではなく、地域社会、国、地域、あるいは世界全体に影響を及ぼすより広範な問題にも参加する権利を有することを強調することが重要である。
３. 法的拘束力のある文書の構造と枠組み
法的確実性と実質的な効果をともに確保するためには、明確かつ首尾一貫した条約の構造と枠組みが不可欠である。この文書は、他の国連人権条約と整合性のある枠組みに従うべきである。法的拘束力のある文書（LBI）は、分かりすい版（easy-to-read version）を含む、アクセシブルな形式で提供されるべきである。
前文
前文では、根強いエイジズムや年齢に基づく差別、人口の高齢化と長寿化、そして社会における高齢者の主体性と貢献を認識すべきである。これにより、高齢者は一律に依存的であり、保護や保護メカニズムのみを必要とし、非生産的であるといった、差別的慣行の根底にある固定観念に対処することが可能となる。
目的および適用範囲
高齢者権利条約の目的は、あらゆる多様性のあるすべての高齢者が、すべての人権および基本的自由を完全かつ平等に享受できるよう、これを促進、保護、および確保することである。
定義
明確な定義（「高齢者」および「エイジズム」を含む）を設けることで、曖昧さを減らし、保護が特定の状況にのみ適用され、多くの高齢者を必要な保護から排除してしまうような、制限的な国内解釈を防ぐことができる。
一般原則
以下を含む：平等と無差別；自律と独立；高齢者の完全かつ有意義な参加と関与；多様性、固有の尊厳、および包摂の尊重；ジェンダー平等；交差性；アクセシビリティ；既存の人権基準との整合性；分類されたデータの収集と説明責任。
一般的義務
一般的義務では、高齢者を直接的または間接的に差別する法律、政策、慣行を、各国が検討し改正することを求めるべきである。
実質的人権
高齢期における権利の実現に明確に言及することに加え、具体的な人権規定は、以下のような、欠落が十分に立証されている分野における国家の義務を明確にするべきである：
• 地域社会および施設において、暴力、虐待、ネグレクトのない生活を送る権利。
• 長期ケア、緩和ケア、支援サービスへの平等なアクセス権。
• 支援機器を含む技術への平等なアクセス権。
• デフォルト（標準のこと）として施設入所させられるのではなく、自立して生活し、地域社会に包摂される権利。
• 社会的保障を受ける権利
• 生涯教育を受ける権利
• 権利侵害に対して、および既存の司法枠組みのあり方に対して、司法へのアクセスおよび法的救済を受ける権利
実施と監視
強固な実施規定を盛り込むことは、説明責任を強化することになる。高齢者の全面的な参加を含む条約体委員会の設置によって、高齢者の権利が実際にどのように促進、保護、実現されているかを説明する、各国による定期的な報告と説明責任を求めることができる。
運営上の事項
条約体委員会および締約国会議の運営に関する明確な指針を定めるべきである。
GAROPの討議文書で指摘されているように、このような構造は可視性、一貫性、説明責任を高め、この条約が実践的なツールとして機能することを保証する[footnoteRef:4]。 [4:  https://rightsofolderpeople.org/wp-content/uploads/2026/02/GAROP-DISCUSSION-PAPER-on-CONCEPTUAL-BASIS-AND-SCOPE-FINAL-30-Jan-2026.pdf] 

４. 結語
高齢者の権利に関する、明確に規定された原則、具体的な運用指針、および効果的な実施メカニズムを備えた強固な人権枠組みは、LBIが長年の規範的・実施上の欠落に対処することを可能にし、高齢者がすべての人権を完全かつ平等に享受する権利を有することを明確に確認するものである。

（翻訳・佐藤久夫、　　　　）
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